
尾張都市計画川井野寄工業団地地区計画の区域内における

行為の届出に関する事務処理要綱  

 

（趣旨）  

第１条  この要綱は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以

下「法」という。）第５８条の２の規定による尾張都市計画川井

野寄工業団地地区計画（以下「川井野寄地区計画」という。）の

区域内における行為の届出に関する事務について必要な事項を

定めるものとする。  

（川井野寄地区計画の区域内における行為の届出等）  

第２条  法第５８条の２第１項又は第２項に規定する行為を行お

うとする者（以下「届出者」という。）は、当該行為に着手する

日の３０日前までに、次のとおり市長に届け出るものとする。  

(1) 届出は、都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号。

以下「施行規則」という。）第４３条の９に定める届出書（以

下「届出書」という。）に別表に掲げる図書（以下「図書」と

いう。）を添付して、正本及び副本各１部を提出するものとす

る。  

(2) 変更の届出は、施行規則第４３条の１１に定める変更届出書

（以下「変更届出書」という。）に図書を添付して、正本及び

副本各１部を提出するものとする。  

(3) 前号の図書については、変更のあった部分を図面上に明示す

るものとする。  

（他法令の遵守）  

第３条  届出者は、図書に記載する事項について他法令に関するも

のを含む場合には、担当部局と協議し、他法令の制限及び基準を

遵守するものとする。  

（指導及び助言）  

第４条  市長は、届出者に対し、届出又は変更の届出（以下「届出

等」という。）に係る行為の設計及び施工に係る事項について、

川井野寄地区計画の適切な運用に必要な指導及び助言を行うも

のとする。  

（届出等の受理）  



第５条  市長は、届出者からの届出等が第２条に規定する要件を満

たしているときは、当該届出等を受理するものとする。ただし、

当該届出等に書類の添付漏れ又は記載漏れがあった場合は、届出

者に対して速やかに補正等の指示をするものとする。  

（届出者への通知）  

第６条  市長は、前条の規定により届出等を受理した場合は、当該

届出等に関する行為が川井野寄地区計画における地区整備計画

（以下「地区整備計画」という。）に適合するかどうかを審査し、

速やかに届出者に対して、尾張都市計画川井野寄工業団地地区計

画の区域内における行為の届出受理通知書（様式第１）又は尾張

都市計画川井野寄工業団地地区計画の区域内における行為の変

更届出受理通知書（様式第２）（以下「受理通知書」という。）

に届出書又は変更届出書を添付して通知するものとする。ただし、

当該届出等に関する行為が地区整備計画に適合しないと判断し

た場合は、受理通知書に不適合事項を明記し、届出者に対して通

知するものとする。  

（不適合事項に関する指導）  

第７条  市長は、届出等に関する行為が地区整備計画に適合しない

と判断した場合は、前条の通知に併せて、是正指導通知書（様式

第３）により必要な指導を通知することができる。  

２  市長は、届出等の内容に疑義が生じたとき又は届出のない建築

行為等を確認したときは、届出者又は届出等に関する設計・施工

若しくは届出業務を代行する者に対して事情の聴取又は報告を

求めた上で事実確認を行い、地区整備計画に適合しないと判断し

た場合は、前項に規定する是正指導通知書により必要な指導を通

知することができる。  

（報告）  

第８条  届出者は、前条の規定により通知された是正指導通知書に

基づいて講じた是正内容について、市長に対して是正報告書（様

式第４）により報告するものとする。  

（勧告）  

第９条  市長は、前条の規定による報告の是正内容が、いまだ地区

整備計画に適合しないと判断したとき又は届出者が前条の規定



による報告を怠ったときは、法第５８条の２第３項の規定に基づ

き、届出者に対して勧告書（様式第５）により設計の変更その他

必要な措置を講じるよう勧告することができる。  

２  市長は、前項の規定による勧告を受けた届出者が、設計の変更

その他必要な措置を講じない場合は、再度勧告書により勧告する

ことができる。  

（届出等の取止め）  

第１０条  届出者は、届出等を行った後、当該届出等に関する行為

を中止するとき又は届出等の内容を大幅に変更するときは、取止

め届（様式第６）を市長に提出するものとする。  

（雑則）  

第１１条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別

に定める。  

 

附  則  

この要綱は、令和元年１１月１日から施行する。  

 

   附  則  

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第２条関係）  

備考  

１  届出行為の種類が複数にまたがる場合は、必要な添付図

書を組み合わせること。  

２  外構仕 上げ平 面図は、植 栽、門 ･門柱、生垣又は フェン

ス、土留め壁、駐車計画（駐車ます、歩道乗り入れ箇所）、

          届出行為の種類  
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付近見取図（位置図）  

縮尺 1,000 分の 1 以上  
●  ●  ●  ●  ●  

公図の写し  ●  ●  ●  ●  ●  

土地の面積が分かるもの (求積図 ) ●  ●  ●   ●  

配置図（平面図） 縮尺 100 分の 1 以上   ●  ●  ●   

建物の面積が分かるもの（求積図）   ●   ●   

各階平面図  縮尺 50 分の 1 以上   ●   ●   

立面図（ 2 面以上）色記載  

縮尺 50 分の 1 以上  
 ●   ●   

断面図（矩
く

計図）   ●     

土地断面図（ 2 方向以上）  

縮尺 100 分の 1 以上  
●      

外構仕上げ平面図   ●  ●    

構造図    ●    

施工方法図  縮尺 100 分の 1 以上  ●     ●  



物置、カーポート等の外構計画が 分 かる も の とす る こ と 。 


